
第 平成 年度当初予算の状況

我が国経済の動向については、輸出、設備投資ともに緩やかに増加していますが、生産は増勢が鈍
化し、また、雇用情勢は厳しさが残る中で改善に足踏みがみられ、個人消費もおおむね横ばいとなっ
ているなど、景気は、このところ回復が緩やかになっているとされています。
こうした中、政府は、成長力強化及び地方の自立と再生に取り組むとともに、財政健全化に向けた
歳出・歳入 体改革等を進めることを基本に、経済財政運営を行うこととしています。
このため、平成 年度の国の予算は、歳出全般にわたって、これまで行ってきた歳出改革の努力を
決して緩めることなく、国・地方を通じて最大限の削減を行うとともに、予算配分の重点化・効率化
を行うことを基本に編成され、その総額は、前年度に比べ、 パーセント増の 兆 億円となった
ところです。
次に、平成 年度の地方財政については、国の歳出予算と歩を にして地方歳出を見直し、定員の

純減や給与構造改革等による給与関係経費の抑制、地方単独事業費の削減等を図ることを通じて、地
方財政計画の規模の抑制に努める 方、安定的な財政運営に必要な地方交付税及び 般財源の総額を
確保することを基本として地方財政対策を講じることとされ、その結果、地方財政計画の規模は、前
年度に比べ、 パーセント増の 兆 億円と、 年振りの増額となっています。
しかしながら、地域間の税収偏在の是正策に伴い、特別枠として創設された「地方再生対策費」を
除けば、実質的には パーセントのマイナスであり、地方としては、社会保障関係経費の自然増や、
公債費が依然高水準で推移すると見込まれる中、引き続き歳出抑制を強いられる、厳しい財政運営と
なります。
こうした状況を踏まえれば、税収偏在に伴う格差是正の基本的方策としても、第 期地方分権改革
を通じて、偏在性の少ない安定的な地方税体系を早期に構築するとともに、地方における財政需要の
実態を地方財政計画に適切に反映させることにより、地方交付税の 層の充実を図るよう、今後とも、
国に強く要請していかなければならないと考えています。
次に、最近の県内経済の動向については、個人消費は底堅さを維持しているものの、 部で弱い動
きがみられますが、輸出、生産とも依然高水準を持続し、設備投資も堅調に推移しており、また、雇
用情勢は厳しさが残るものの、需給は引き続き改善の動きが続くなど、県内景気は、全体として回復
を続けています。こうした中、中小企業の景況は、このところ回復に向けた動きが幾分弱まっており、
引き続き厳しいものがあります。
このような諸情勢に加え、年明け以降の原油価格の高騰や、円高、株価の下落など、最近における
急激な経済情勢の変化は、今後の企業業績と税収動向について見通すことを困難なものにしています。
方、こうした厳しい財政環境にあっても、これからの県づくりに向けて、県政が直面している政

策課題には、的確に対応していかなければなりません。また、原油価格の高騰や食の安心・安全、地
域における医師不足等の喫緊の課題に対しては、緊急的な予算措置を講じたところです。
このように、明年度予算については、県政を取り巻く諸事情を総合的に勘案しながら、この予算を
「住み良さ日本 の県づくり加速化予算」として、さらには、当面する緊急課題に取り組む「緊急課
題対応型予算」として、施策の構築に努めるとともに、これまで築き上げてきた行財政基盤の上に立っ
て、行財政改革の更なる取組みを通じ、これを引き続き強固なものとする「改革推進予算」と位置付
け、編成を行ったところです。

「住み良さ日本 の県づくり加速化予算」として、山口県がいつまでも元気で、存在感のある県で
在り続けるために、「山口県らしさを創造する」、「住み良さを伸ばす」、「人口減少社会に対応す
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る」の つを施策推進の目指すべき方向に据え、これに沿って、「暮らしの安心・安全基盤の強化」、
「次代を担う子どもたちの育成」、「多様な交流と新たな活力の創造」、そして「県民総参加による
地域づくりの推進」の つの重点課題に対し、選択と集中の視点に立って、限られた財源を重点的・
集中的に配分しました。

最初に、「暮らしの安心・安全基盤の強化」についてです。
県民の健康を守る保健医療体制の強化については、現下の緊急課題でもある医師確保対策として、
地域医療を支える公的医療機関等の医師不足を解消するため、即戦力となる研修医への研修資金貸付
制度を創設するとともに、県外から医師を確保し、地域の公的医療機関等へ配置する、ドクタープー
ル事業を新たに実施します。また、山口大学医学部との連携により「地域医療学講座」を開設し、広
域的な医療機能連携や効率的な医師の配置等に関する研究を行います。このほか、医学生に対する修
学資金の貸付枠の拡大や、女性医師等の離職防止対策として、医療機関が行う就労環境整備の取組み
を支援するなど、総合的な対策を推進します。
さらに、近年、入院患者に対する手厚い看護体制のニーズが高まる中で、看護職員の確保が重要な
課題となっていることから、看護師等修学資金の貸付枠を拡大するとともに、県外養成施設等への
や県内合同就職説明会の開催、団塊世代の大量退職に対応するための専門窓口の設置等を行いま

す。
また、死亡率が高い水準にある 大生活習慣病のうち、特にがんについては、国制度を補完する本
県独自の対応として、「がん診療連携推進病院」を長門及び萩保健医療圏において指定し、県内どこ
でも質の高いがん診療を受けられる体制を整備します。さらに、がんの予防、早期発見のため、休日
がん検診体制の整備等を行うとともに、現在、健康福祉センターで実施している肝炎ウイルスの無料
検査を、県内医療機関においても受けられるようにしました。
また、離島や中山間地域が多い本県の救急医療体制の強化と、事故・災害時における救命措置の充

実を図るため、ドクターヘリの導入に向けた調査・検討を行うこととしています。
このほか、本年 月から 歳以上の後期高齢者を対象とする新たな医療制度が導入されたことから、

各年度における給付費の増大や保険料の未納等に対応し、後期高齢者医療広域連合の安定的な運営を
確保するための基金を設置するなど、各種支援策を実施していきます。
また、安心できる生活環境の整備については、高齢者が住み慣れた地域で生活を維持することがで
きるよう、民間の高齢者住宅等を拠点に、シニアを活用した健康づくりと見守りの活動を支援する仕
組みづくり等を行うほか、障害者自立支援法の円滑な推進を図るため、昨年末に決定された国の緊急
措置を踏まえ、利用者負担の見直しや事業者の経営基盤の強化に向けた各種施策を実施します。
さらに、災害に強いまちづくりの推進については、全国的に見ても低い水準にある私立学校の耐震
化を促進するため、私立学校が実施する耐震診断及び耐震改築に対する助成制度を創設するとともに、
県立学校施設をはじめとする県有施設の耐震化工事を着実に推進します。また、個人住宅や民間施設
の耐震化に対する助成制度を県内全ての市町で実施し、耐震診断、耐震改修の 層の促進を図ります。
なお、県民の皆様へ迅速かつ正確に災害情報を提供する総合防災情報ネットワークシステムが 月
から、県央南部地域の治安拠点である小郡警察署が 月から、それぞれ運用を開始したほか、東南海・
南海地震対策として周防大島町に整備している防災拠点施設が 月から供用開始の予定です。

次に、「次代を担う子どもたちの育成」については、まず、子育て支援の充実・強化として、昨年
月に制定した「子育て文化創造条例」を踏まえ、本年 月及び 月に予定している子育て支援イベン
トの開催等を通じて、子どもや子育て家庭を社会全体で支える気運の高揚を図るとともに、子育て家
庭応援優待制度や乳幼児医療費助成、多子世帯の保育料軽減など、子育て家庭への経済的支援を引き
続き実施するほか、子育て支援センター等の拠点づくりをさらに進めていきます。また、仕事と家庭



の両立を支援するため、従業員の雇用環境の整備に取り組む中小企業者に対し、行動計画策定のため
のアドバイザーを派遣するとともに、中小企業制度融資において子育て支援等環境整備資金を創設し、
計画の実施に必要な資金の融通を行います。
また、個性や能力を伸ばす人づくりについては、未来を担う子どもたちの健やかな育成を総合的に
支援するため、教育研修所を「やまぐち総合教育支援センター」に改編し、いじめや不登校等の問題
を抱える子どもや親、教育現場への専門的な相談・支援機能を強化します。さらに、小中学校におけ
る補助教員の配置や 人学級化等による少人数教育を引き続き進めるとともに、本県独自の学習支援
プログラムを開発し、児童生徒の考える力を高めることに重点を置いた学力向上対策に取り組みます。
このほか、私立学校の教育条件の維持向上が図られるよう、運営費補助金の生徒 人当たりの補助
単価を引き上げるなど、私学助成の充実に努めます。

次に、「多様な交流と新たな活力の創造」については、中山間地域振興対策の強化として、「山口県
中山間地域振興条例」を踏まえ、「山口県中山間地域づくりビジョン」に掲げる重点プロジェクトに沿っ
て、引き続き、市町、団体等が行う地域の活性化に向けた意欲的な取組みや、集落を支える生活交通
の整備・確保等を支援するとともに、新たに、これらの取組みを加速化させるための基盤整備につい
て、助成対象に加えるこにしました。さらに、農山漁村と都市との滞在的交流を図る「やまぐちスロー
ツーリズム」の推進や、集落営農組織における経営改革の取組みへの支援など、総合的な対策を実施
します。
また、地域資源を活用した産業の創出については、成長意欲のあるベンチャー等の県内中小企業や
立地企業の事業展開を促進するため、投資による金融支援を行うファンドを金融機関と共同で創設す
るとともに、中小企業制度融資において、県産品の消費や利用を促進する中小企業者等を対象に、地
域資源活用支援資金を創設するほか、企業誘致の競争力の強化を図るため、企業立地促進補助金の上
限額を 億円から 億円に引き上げたところです。
さらに、県産農水産物の需要拡大を図るため、農水産物、加工食品の地産・地消の推進と流通販売
対策を強化するとともに、東アジア地域への販路拡大を促進するため、中国で開催される物産展等へ
の参加を継続するほか、台湾へも試験的に輸出を行い、市場ニーズの把握等を行います。
このほか、沿岸漁業の活性化対策として、漁獲量から収益性重視への経営転換を図るため、新技術
開発とモデル漁船での実証を通じた経営指針の策定を進めるとともに、高速・高性能化している、い
わゆる潜水器密漁船等の悪質な違法操業を取り締まるため、漁業取締船の代船を建造し、機動力や証
拠収集能力の向上を図ります。
また、多彩な観光・交流の促進については、本年 月から 月にかけて、全国の グループ 社が
本県を対象に実施するデスティネーションキャンペーンと協働し、本県の魅力を集中的に発信するこ
とによって、全国からの観光客誘致に取り組むほか、中国、韓国、台湾等の東アジア地域を対象に、
チャーター便を活用した交流の促進を図るなど、山口県らしさを生かした観光・交流を 層推進して
いきます。
このほか、交流拠点施設の整備については、広域的な交流基盤となる岩国基地民間空港の早期再開
を目指し、事業実施に向けた空港整備基本計画の策定等を行うとともに、萩美術館・浦上記念館にお
ける萩焼展示施設の建設に着手します。

次に、「県民総参加による地域づくりの推進」については、協働による県民活動の拡充として、「住
み良さ日本 の県づくり県民運動」に、市町、各種団体、企業そして県民 人ひとりが、自発的・積
極的に参加する気運を高めるとともに、おひろめ☆たい志が行う県民運動を啓発するための自主企画
イベント等を支援します。また、昨年 月に制定した「山口県文化芸術振興条例」に基づき、県民の
自主的な文化芸術活動を活性化させるための基盤づくりを進めるとともに、県民総参加による文化の



創造と多様な芸術活動の発表の場として、総合芸術文化祭を開催するほか、美術館主催事業と地域住
民や関係団体のアートイベントを連携・協働して行うことにより、新しい形の文化創造事業を展開し
ます。
また、地球温暖化対策の推進については、民生部門における 排出量の削減対策を促進するため、
各市町の地球温暖化対策地域協議会と連携して、「緑のカーテン県内 斉キャンペーン」をはじめと
するリレーイベントを実施し、地球温暖化防止県民運動の強化を図るとともに、太陽光発電システム
等の導入促進に向け、地球にやさしい環境づくり融資制度における個人向け貸付利率の引下げを行っ
たところです。
さらに、「やまぐち森林づくり県民税」を活用した荒廃森林の混交林化や竹繁茂対策等に引き続き
取り組むほか、間伐材、竹材等のバイオマスエネルギー利用システムの構築に向けた実証事業を県下
全域で実施し、森林バイオマスエネルギーの利用の促進を図ります。

次に、当面する緊急課題へ取り組む「緊急課題対応型予算」として、現下の経済情勢や社会問題等
を踏まえ、特に、原油価格高騰等対策、食の安心・安全対策及び医師確保対策について、必要な措置
を講じたところです。

まず、原油価格高騰等対策については、原油価格の高騰や円高、改正建築基準法の施行に伴う建築
物の新規着工件数の落ち込み等により、影響を受ける中小企業者や農業者、漁業者に対して、緊急の
対策を実施します。
具体的には、経営の安定を図るため、中小企業制度融資における緊急経営改善支援資金、農業者に
対する燃油高騰対策支援資金、漁業者に対する漁業用燃油高騰対策資金及び漁業近代化資金の省エネ
ルギー推進枠により、合わせて 億円の融資枠を確保しました。また、貸付利率についても、対象者
が利用しやすいよう、緊急経営改善支援資金については過去最低水準、また農業者及び漁業者に対す
る資金については災害並みの低利な融資としています。
さらに、施設園芸農家の省エネルギー化の取組みや、漁港における燃油補給施設整備に対しても助
成を行います。

次に、食の安心・安全対策に関しては、食品表示の偽装、期限切れ商品の再利用事件の相次ぐ発生
や、残留農薬問題、 検査の問題等により、今、食品に対する消費者の信頼が大きく揺らいでいる
ことから、スーパー等における食品表示合同パトロールや、食品ウオッチャーによる監視、また、残
留農薬検査、輸入食品添加物検査等の実施に加え、食品関係業者を対象として、適正表示に関する特
別講習会を開催するなど、食の安心・安全の確保に万全を期していきます。
また、 検査問題については、国の補助期限である本年 月以降においても、県独自に全頭検査
の実施を継続することとしています。

次に、医師確保対策については、先程のとおり、県民誰もが安心して質の高い医療を受けることが
できる地域医療体制の整備に向けて、全力で取り組んでいきます。

最後に「おいでませ！山口国体」等の開催準備については、 年後、平成 年の山口国体及び全国
障害者スポーツ大会の開催に向けて、「国体・障害者スポーツ大会局」の設置とともに、国体史上初
の取組みとなる学生ボランティアを中心とした広報活動や、花いっぱい運動の展開、各種運営計画の
策定など、開催準備を計画的・総合的に進めていきます。
この大会に県民の皆様 人ひとりが自主的・主体的に参加され、大会を盛り上げていただくことが

重要であり、今後も、県民総参加による大会の実現を目指して、国体県民運動等を積極的に推進し、



これによる県民力、地域力の更なる高まりを、「住み良さ日本 の元気県づくり」にしっかりとつな
げていきます。
また、選手の育成・強化による競技力の向上や、競技役員、スポーツボランティアの養成にも 層
力を入れるとともに、国体開催に向けた施設整備として、山口きらら博記念公園水泳場等の本体工事
に着手するほか、市町が行う国体等競技施設の整備を支援していきます。

次に、「改革推進予算」として、予算編成方針に掲げた「行財政改革の更なる推進」については、
「中期的な財政改革の指針」及び「山口県行政改革推進プラン」に沿って、各般の取組みを徹底して
実施したところです。

まず、財政硬直化の大きな要因となる県債については、平成 年度の地方財政対策により創設され
た「地方再生対策費」が、当面、臨時財政対策債を財源として措置されたこと、加えて、定年退職者
数の増加に伴い、退職手当債の増発を要したことから、特別債について、新規発行額が大幅な増加と
なりました。
方で、通常債については、公共事業関係費等の投資水準の適正化等を図り、引き続き発行抑制に

努めた結果、公債費から県債発行額を差し引いたプライマリーバランスは、 億円の黒字を確保した
ところです。
なお、県債残高は、平成 年度末で 兆 億円となる見込みですが、今後、災害等による突発

的な財政需要や、地方財政対策等により、財源調達のため県債発行を余儀なくされる事態が生じない
こと等を前提に試算すると、平成 年度末をピークに減少へ転じる見通しです。
また、歳入の確保については、基金の効率的な活用や、未利用財産の売却処分を進めるとともに、
県税の滞納圧縮対策、徴収率向上対策の 層の強化を図ることとしています。

方、歳出改革としては、内部経費の削減はもとより、政策評価システムとの連動による事業の徹
底した見直しを行うとともに、適正な定員管理、外郭団体の見直し等を通じて、総人件費の抑制や財
政支出の削減等を図ったところです。

このようにして、明年度予算の編成に取り組んだところですが、厳しい財政状況の中、最終的な財
源不足額は、 億円となりました。これについては、財政調整基金、減債基金の取崩しによるほ
か、山口国体の開催準備等に対する山口県振興財団寄付金、及び「地方再生対策費」の財源として発
行する臨時財政対策債によって対応したところです。
県財政は、県債残高の減少に 定の見通しをつけたものの、基金残高が減少する中、中期財政見通
しによれば、平成 年度以降も引き続き多額の財源不足が見込まれています。このため、これからも
行財政改革の手を緩めることなく、持続可能な財政基盤の確立に向けて、 層の取組みを推進してい
かなければならないと考えています。

これらの結果、 般会計予算の総額は、前年度当初予算に比べ、 ％減の 億 万円とな
り、 年連続のマイナス予算となったところです。

第 表 平成 年度 般会計予算の状況

（単位 千円、％）



法人関係税の若干増等、県税収入の増収が見込まれる 方で、平成 年度以降も引き続き、基金の

残高が減少するなど大幅な財源不足が見込まれており、今後とも財政集中改革の推進に 層努めてい

かなければならないと考えています。

歳入予算に占める款別の状況は第 図のとおりですが、県税が ％と最も大きく、以下、地方交

付税 ％、国庫支出金 ％、県債 ％、諸収入 ％となっています。

般財源と特定財源の割合は、 ％対 ％（前年度当初予算は ％対 ％）、自主財源と

依存財源との割合は、 ％対 ％（前年度予算は ％対 ％）となっています。

（ ）歳 入 予 算

第 図 平成 年度 般会計歳入予算（当初）構成比



第 表 般会計歳入予算の状況

（単位 千円）



第 表 県 税 の 状 況

（単位 千円）

ア 県 税

県税収入については、法人関係税の若干増や、税源移譲の効果が平年度化することによる個人県民

税の増収等を見込み、前年度当初予算に比べ、 ％増の 億 万円を計上しています。

個 人

利 子 割

計

個 人

法 人

計



イ 地 方 交 付 税

平成 年度の国の地方交付税総額は、地方財政計画の伸び等に伴い、前年度 ％増の 兆 億

円となっています。

本県の地方交付税は、第 表及び第 表に示すとおり、普通交付税では、基準財政需要額について

は前年度当初予算に対して ％の増を、基準財政収入額については前年とほぼ同額を見込んで推計

し、交付税額として 億円を計上しています。

さらに、特別交付税を 億円見込み、総額 億円を計上しています。

この結果、前年度当初予算に対して、 億円（ ％）の増となっています。

第 表 普 通 交 付 税 の 見 込

第 表 平成 年度当初予算計上額の対前年度比較

（単位 百万円）

（単位 百万円）



ウ 般 財 源

県税、地方交付税、地方特例交付金、地方消費税清算金、地方譲与税及び交通安全対策特別交付金

に、使途を特定されていない収入及び地方交付税から振り替えられた臨時財政対策債も含めた 般財

源の総額は、 億円となっており、前年度当初予算に対し、 億円、 ％の減となっています。

般財源の使途別充当状況は、第 図のとおりです。

第 表 般 財 源 使 途 別 充 当 状 況

（単位 千円）



第 図 般財源使途別充当状況（目的別）

般財源使途別充当状況（性質別）



エ 国 庫 支 出 金

次に、国庫支出金につきましては、国の歳出抑制等から、前年度当初予算に比べ、 パーセン

ト減の 億 万円となっています。

国庫支出金の使途別充当状況は、第 図のとおりです。

第 表 国 庫 支 出 金 使 途 別 充 当 状 況

（単位 千円）



第 図 国庫支出金使途別充当状況（目的別）

国庫支出金使途別充当状況（性質別）



県
債
依
存
度
（
％
）

県
債
発
行
額
（
億
円
）

年度

県債発行額
県債依存度

オ 県 債

本年度の地方債計画は、地方公共団体が当面直面する諸課題に重点的・効率的に対応しうるよう、

公的資金の重点化と地方債資金の市場化を引き続き推進しつつ、所要の地方債資金の確保を図ること

として策定された結果、その総額は、 兆 億円となり、前年度に比べて 億円、 ％の減となっ

ています。

本県の県債発行額については、通常債は、平成 年度に比べ、 億円削減（ ％）しましたが、

退職手当債や、地方財政対策により新たに創設された「地方再生対策費」のつなぎ措置としての臨時

財政対策債の増等により、特別債が 億円増加しました。

このため、全体では、 億円と、 年度に比べ、 億円の増（＋ ％）となりました。

なお、平成 年度末の県債残高は、 兆 億円となる見込みです。

県債の事業別内訳は、第 表のとおりです。

（注）特別債とは、臨時財政対策債、財源対策債、退職手当債で、国の財源対策に伴い、地方交付

税の振替等として特別に措置された地方債のことです。

第 表 県債発行額及び県債依存度の推移（当初予算ベース）

（単位 億円、％）



第 表 県 債 の 状 況

（単位 百万円）



（ ）歳 出 予 算

本県財政は、引き続き大幅な財源不足（ 億円）を抱える中で、「住み良さ日本 の元気県山口」

を実現していくためには、県政が直面する政策課題に的確な対応を行うとともに、硬直化が進む財政

体質の弾力性を回復し、持続可能な財政構造を確立することが必要です。

特に、平成 年度は、平成 年度から平成 年度までの「県政集中改革」の徹底した取組により、

これまで築き上げてきた行財政基盤の上に立って、これを引き続き強固なものとする「改革推進予算」

と位置づけ、編成に当たっては、「住み良さ日本 の山口県」を確実に実現するための「住み良さ日

本 の県づくり加速化予算」、さらには、原油高騰対策や地域医療の確保など、現下の緊急課題に取

り組む「緊急課題対応型予算」として、予算編成を行いました。

この結果、平成 年度の歳出予算の総額は、 億円となっており、その内訳を目的別及び性質

別に見ると、第 表及び第 表のとおりです。



第 表 般会計目的別歳出予算の状況

（単位 千円）

第 図 般会計予算目的別内訳



第 表 般会計性質別歳出予算の状況

（単位 千円）

第 図 般会計予算性質別内訳



第 び及算予出歳別的目表 訳内源財

）円千位単



第 び及算予出歳別質性表 訳内源財

）円千位単



第 表 建 設 事 業 費 の 状 況

（単位 千円）



第 表 の模規算予初当計会般 移推 ）入歳

）円千位単



第 表 の模規算予初当計会般 移推 出歳 ）別的目

）円千位単



第 表 の模規算予初当計会般 移推 出歳 ）別質性

）円千位単



（ ）暮らしの安心・安全基盤の強化

ア 県民の健康を守る保健医療体制の強化

県民誰もが安心して質の高い医療を受けられるよう、地域医療を支える公的病院等における

医師・看護職員不足解消に向けた取組み、本県の死亡原因第 位であるがん対策を強化するな

どの保健・医療の充実を図ります。

医師確保対策強化事業 千円

地域医療学講座開設事業 千円

（看護職員確保対策関連事業）

看護師等修学資金貸与事業 千円

看護職員確保促進事業 千円

看護職員資質向上推進事業 千円

看護師等養成事業 千円

看護師等養成所教育環境整備支援事業 千円

病院内保育所運営事業 千円

（がん対策関連事業）

がん診療連携病院整備事業 千円

がん予防・早期発見推進事業 千円

肝炎治療特別促進事業 千円

がん登録推進事業 千円

緩和ケア対策事業 千円

大生活習慣病予防対策推進事業 千円

医療費適正化計画推進事業 千円

小児医療対策事業 千円

周産期医療システム運営事業 千円

こころの医療センター施設整備事業 千円

ドクターヘリ導入検討事業 千円

救急業務体制整備充実事業（ドクターヘリ的運用拡充の検討） 千円

（後期高齢者医療対策関連事業）

後期高齢者医療対策費 千円

後期高齢者医療保険基盤安定制度 千円

後期高齢者医療高額医療費共同事業 千円

後期高齢者医療財政安定化基金 千円

平成 年度当初予算主要施策の概要

つの重点課題への対応



イ 安心できる生活環境の整備

子どもから高齢者、障害者まで、すべての県民が安心して暮らすことのできる地域社会の実

現に向けて、地域ぐるみの犯罪被害防止対策、交通安全対策を進めるとともに、地域において

安心できる福祉体制の充実を図ります。

犯罪のない安全で安心なまちづくり推進事業 千円

犯罪被害防止対策事業 千円

地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業 千円

学校メンタルサポート事業 千円

こども環境クリーンアップ事業 千円

放課後子ども教室推進事業 千円

放課後児童等健全育成事業 千円

「 ドラッグ！」推進事業 千円

児童生徒支援総合対策事業 千円

シルバードライバー支援事業 千円

高齢者健康・見守り環境づくり支援事業 千円

地域福祉活性化事業 千円

生涯現役社会づくり推進事業 千円

母子家庭就業自立支援体制構築事業 千円

障害者自立支援特別対策事業 千円

障害者就労・地域生活支援総合推進事業 千円

就労奨励サポート事業 千円

障害者プレ就業・生活支援センター設置事業（再掲） 千円

総合療育機能推進事業 千円

ウ 災害に強いまちづくりの推進

地震や台風等による災害の防止に向け、住宅や施設等の耐震化を着実に進めるとともに、災

害時の避難誘導体制の確立を支援し、未然防止策の強化を図ります。

また、地震発生時の被害軽減に向け、「山口県版地震防災戦略」の策定や、被災時の建物の

安全性を迅速に判定できる体制づくりを推進します。

地震被害想定等調査事業 千円

住宅・建築物耐震化促進事業 千円

私立学校耐震化促進事業 千円

被災建築物応急判定技術強化事業 千円

県立学校施設整備事業（うち耐震化事業分） 千円

県有施設耐震化事業 千円

洪水・高潮ハザードマップ整備支援事業 千円

小郡警察署建設費 千円

防災拠点施設（仮称）整備事業 千円



ア 子育て支援の充実・強化

平成 年 月に制定した「子育て文化創造条例」を踏まえ、子育て支援イベントの実施や様々

な取組みを通じ、子どもや子育て家庭を社会全体で支える環境づくりを進めます。

子育て文化創造事業 千円

子どもの食育・体力向上推進事業 千円

子育て家庭応援優待事業 千円

やまぐち子育て応援企業育成事業 千円

子育て支援等環境整備資金（中小企業制度融資） ［融資枠］ 千円

ファミリーサポートセンター等総合支援事業 千円

地域子育て支援推進事業 千円

乳幼児医療対策費 千円

保育所機能強化推進事業 千円

多子世帯保育料等軽減事業 千円

周産期医療システム運営事業（再掲） 千円

不妊治療等支援事業 千円

私立幼稚園 歳児受入れ支援事業 千円

私立幼稚園地域子育て支援事業 千円

私立幼稚園預かりサポート推進事業 千円

子育て女性等の再就職支援事業 千円

放課後子ども教室推進事業（再掲） 千円

放課後児童等健全育成事業（再掲） 千円

児童虐待未然防止事業 千円

児童虐待早期発見・早期対応事業 千円

児童虐待アフターケア事業 千円

イ 個性や能力を伸ばす人づくり

多人数学級への補助教員の配置や 人学級化等による少人数教育を引き続き進めるととも

に、課題等を抱える子どもや親、教育現場への専門的支援の強化による教育の充実を図るため、

新たにやまぐち総合教育支援センターを設置するなど、個性や能力を伸ばすひとづくりを進め

ます。

楽しい学び舎づくり推進事業 千円

ふれあう学び舎づくり推進事業（中学校 年生） 千円

中 中 少人数学級化支援事業 千円

（ ）次代を担う子どもたちの育成

防災行政無線管理運営事業 千円

防災情報ネットワークシステム維持管理事業 千円



ア 中山間地域振興対策の強化

過疎化・高齢化等により、中山間地域の生産活動や集落機能の低下が進む中、「山口県中山

間地域づくりビジョン」（平成 年 月策定）に掲げる の重点プロジェクトに沿って、地域

のネットワーク機能の維持・形成や、農林水産業の担い手確保対策の強化など、活力ある中山

間地域づくりを推進します。

中山間地域重点プロジェクト推進事業 千円

市町振興基金貸付金（中山間地域づくり推進事業枠） 〔融資枠〕 千円

広域市町村合併支援特別交付金事業 千円

中山間地域集落ネットワーク形成支援事業 千円

地方バス路線運行維持対策事業 千円

バス活性化対策事業 千円

離島航路対策事業 千円

やまぐちスロー・ツーリズム推進事業 千円

（農林水産業関係事業）

ニューファーマー総合支援対策事業 千円

森林づくり林業者・担い手確保対策事業 千円

森林づくり林業者・担い手育成対策事業 千円

ニューフィッシャー確保育成推進事業 千円

集落営農組織経営安定支援事業 千円

農業経営体加速的育成総合推進事業 千円

水田農業構造改革推進事業 千円

担い手総合支援資金制度対策事業 ［融資枠］ 千円

担い手活動総合推進事業 千円

やまぐち学校教育支援員活用促進事業 千円

やまぐち学習支援プログラム推進事業 千円

やまぐち総合教育支援センター推進事業 千円

環境学習推進パワーアップ事業 千円

森林体験学習推進事業 千円

キャリア教育推進事業 千円

県立高校生等奨学事業 千円

実習船共同建造事業 千円

児童生徒支援総合対策事業（再掲） 千円

私立学校運営費補助 千円

私立高等専修学校特別振興補助金 千円

私立外国人学校特別補助金 千円

（ ）多様な交流と新たな活力の創造



いきいき農山漁村女性起業サポート事業 千円

豊かな山・里・海を育む県民ネットワーク推進事業 千円

むら・ひとがきらめく生産・生活活動促進事業 千円

中山間地域等直接支払交付金事業 千円

小規模・高齢化集落農業活動支援モデル事業 千円

やまぐち棚田の里支援事業 千円

離島漁業再生支援交付金事業 千円

イ 地域資源を活用した産業の創出

知的クラスター創成など新たな技術シーズを活用した産業創出、県内企業の競争力あるブラ

ンド技術の育成、本県が有する多彩な地域資源を活かした新事業展開の支援等による県内産業

基盤の強化を図るとともに、企業誘致等による産業集積を進めることにより、本県産業の 層

の発展に努めます。

やまぐちブランド技術創成事業 千円

やまぐち地域総合支援ファンド事業 千円

知的クラスター創成推進事業 千円

デジタル素材産業集積推進事業 千円

環境産業マルチパーク構想推進事業 千円

中小企業制度融資 ［融資枠］ 千円

／緊急経営改善支援資金 ［融資枠］ 千円

子育て支援等環境整備資金（再掲） ［融資枠］ 千円

＼地域資源活用（地産・地消）支援資金 ［融資枠］ 千円

企業立地促進補助事業 千円

産業団地分譲促進強化事業 千円

外資系企業誘致推進事業 千円

産業技術センター独立行政法人化関連事業 千円

水素フロンティア山口実証事業 千円

循環型社会形成推進事業 千円

山口県産業廃棄物管理システム導入促進事業 千円

（産業廃棄物税関連事業）

周南地域広域最終処分場整備促進対策事業 千円

宇部・小野田地域広域最終処分場整備促進対策事業 千円

地域循環型プロジェクト支援事業 千円

やまぐちエコ市場形成事業 千円

資源循環事例等認定普及事業 千円

山口県産業廃棄物管理システム導入促進事業（再掲） 千円

やまぐちの農水産物需要拡大対策事業 千円



やまぐちの逸品東アジア輸出促進事業 千円

くじら食文化普及促進事業 千円

県産主穀学校給食利用拡大事業 千円

県産素材を活用した食品加工研究推進事業 千円

食品産業新商品創出支援事業 千円

需要に応える園芸産地構造改革推進事業 千円

施設園芸省エネルギー化推進事業（再掲） 千円

資源循環型肉用牛経営育成事業 千円

県産木材利用促進事業 千円

竹材利用促進対策事業 千円

山口型強い漁業経営システムモデル事業 千円

漁業取締船代船建造事業 千円

建設業新分野進出等総合支援事業 千円

（産業を支える人材の育成）

若者就職チャレンジ総合支援事業 千円

県外進学者 ターン就職促進事業 千円

産業人材育成総合支援事業 千円

次世代技能者育成事業 千円

障害者プレ就業・生活支援センター設置事業 千円

シニア人材就業支援事業 千円

ウ 多彩な観光・交流の促進

グループ 社が実施するデスティネーションキャンペーンを活用した観光客の誘致や東ア

ジア地域との交流の促進など、山口県らしさを生かした観光・交流を推進します。

戦略的誘客推進事業 千円

観光宣伝事業 千円

観光やまぐちブラッシュアップ事業 千円

広域観光推進事業 千円

岩国基地民間空港早期再開推進事業 千円

東アジア地域観光交流促進事業 千円

日韓海峡沿岸交流関連事業

／知事会議 千円

情報ネットワーク事業 千円

若者文化交流事業 千円

経済交流促進事業 千円

環境技術交流事業 千円

広域観光連絡会議（再掲） 千円

水産関係交流事業 千円

＼親環境農業交流事業 千円



東アジア地域国際展示商談会開催事業 千円

海外交流ネットワーク・パワーアップ事業 千円

やまぐちスロー・ツーリズム推進事業（再掲） 千円

萩美術館・浦上記念館萩焼展示施設整備事業 千円

ア 協働による県民活動の拡充

県民活動促進条例（平成 年 月制定）及び基本計画（平成 年 月改正）に基づき市町、

関係団体と連携の下、県民活動の普及啓発を行うとともに、地域における自主的な県民活動の

促進に向けた環境づくりを積極的に取組みます。

めざそう住み良さ日本 推進事業 千円

県民活動促進事業 千円

やまぐちの文化力推進事業 千円

山口県総合芸術文化祭推進事業 千円

美術館まちなか交流促進事業 千円

「おいでませ！山口国体」準備事業（再掲・ 部） 千円

自然共生推進事業 千円

豊かな山・里・海を育む県民ネットワーク推進事業（再掲） 千円

やまぐちの美しい漁場・海浜づくり推進事業 千円

イ 地球温暖化対策の推進

地球温暖化の原因とされる などの温室効果ガス排出量を削減するため、本県の地球温暖

化対策地域推進計画に基づき、産業部門や民生部門での取組みを促進します。

削減県民運動促進事業 千円

地球温暖化対策推進事業 千円

地球にやさしい環境づくり融資事業 ［融資枠］ 千円

新エネルギー研究開発事業（戦略的技術研究開発事業） 千円

森林バイオマスエネルギー活用推進事業 千円

（やまぐち森林づくり県民税関連事業）

公益森林整備事業 千円

竹繁茂防止緊急対策事業 千円

やすらぎの森整備事業 千円

魚つき保安林等海岸林整備事業 千円

県民との協働による百年の森づくり推進事業 千円

（ ）県民総参加による地域づくりの推進



原油価格の高騰や円高、改正建築基準法施行に伴う建築物の新規着工件数の落ち込みにより、

影響を受ける農林水産業者や中小企業者に対し、緊急措置として、非常に低利な資金の創設等

を行います。

緊急経営改善支援資金（中小企業制度融資）（再掲） ［融資枠］ 千円

（農林水産業関連資金対策）

燃油高騰対策支援資金 ［融資枠］ 千円

漁業用燃油高騰対策資金 ［融資枠］ 千円

漁業近代化資金・省エネルギー推進枠 ［融資枠］ 千円

施設園芸省エネルギー化推進事業 千円

漁業経営構造改善事業 千円

当面する緊急課題への対応

（ ）原油価格高騰等対策

（ ）食の安心・安全対策

食品表示の偽装や期限切れ商品の再利用、 問題など、消費者の食に対する不信・不安が

増大している中、消費者の視点に立った総合的な食の安心・安全対策を強力に推進します。

食の安心・安全確保対策事業 千円

食品衛生検査充実強化事業 千円

食肉衛生取締事業 千円

循環型農業総合普及支援事業 千円

残留農薬分析調査支援事業 千円

自衛防疫強化総合対策事業 千円

家畜伝染病予防事業 千円

山口県酪農振興事業 千円

死亡牛適正処理体制構築事業 千円

動物由来感染症監視体制整備事業 千円

（ ）医師確保対策

地域の公的病院等において医師が不足している中、地域医療の体制を確保するため、医師確

保対策を強力に推進します。

医師確保対策強化事業（再掲） 千円

地域医療学講座開設事業（再掲） 千円



平成 年に本県で開催される国民体育大会及び全国障害者スポーツ大会に向けて、庁内に新

たに「国体・障害者スポーツ大会局」を設置（平成 年 月）し、本県らしさを活かした夢と

感動にあふれる大会となるよう、計画的・総合的に開催準備を進めます。

「おいでませ！山口国体」準備事業 千円

国体関連施設整備費補助事業 千円

国体関連設備整備事業 千円

維新百年記念公園陸上競技場の整備（公共事業） 千円

山口きらら博記念公園水泳場の整備（公共事業） 千円

トップアスリート育成事業 千円

山口国体県民スポーツ総参加推進事業 千円

全国障害者スポーツ大会準備事業 千円

全国障害者スポーツ大会選手育成事業 千円

「おいでませ！山口国体」等の開催準備

（ ）「ふるさと納税」への対応

寄附金税制の拡充（ふるさと納税）に伴い、山口県の魅力や独自の取組を全国に積極的に発

信し、県外から「ふるさとやまぐち」への「思い・共感」を呼び込みます。

（県外情報発信関連事業「ふるさと納税関連」）

ふるさとやまぐち県外情報発信事業 千円

インターネット広報推進事業 千円

戦略的誘客推進事業（再掲） 千円

観光宣伝事業（再掲） 千円

やまぐちの農水産物需要拡大対策事業（再掲） 千円

「住み良さ日本 の県づくり」の推進

県民誰もが、生涯の様々なライフステージの中で住み良さを実感できる「住み良さ日本 の

山口県」の実現を目指し、県民総参加による「住み良さ日本 の県づくり県民運動」を展開す

るほか、住み良さ指標の向上に資する各種事業を推進します。

めざそう住み良さ日本 推進事業（再掲） 千円



円

平成 年度県民 人当たりの歳入歳出の状況

※県民人口：平成 年 月末現在 住民基本台帳人口 人

《歳入の内訳》

県税等 諸収入

地方交付税等 基金繰入金

国庫支出金 使用料 手数料

県債 その他

県税等 諸収入

地方交付税等 基金繰入金

国庫支出金 使用料 手数料

県債 その他

（単位 円）

※その他：分担金・負担金、寄付金、財産収入

《歳出の内訳》

教育費 農林水産業費

土木費 警察費

公債費 総務費

民生費 衛生費

商工費 その他

教育費 農林水産業費

土木費 警察費

公債費 総務費

民生費 衛生費

商工費 その他

（単位 円）

※その他：諸支出金、災害復旧費、議会費、予備費

《県民 人当たりの県債残高》 円（平成 年度末見込み）



特 別 会 計

平成 年度特別会計の当初予算額及びその内容は、第 表のとおりです。

なお、企業会計に属する電気事業、工業用水道事業、総合医療センター事業及びこころの医療セン

ター事業の各会計については、「第 公営企業の業務の状況」の項で説明します。

第 表 特 別 会 計 予 算 の 状 況

（単位 千円）




